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報 告 書

令和元年度東郷町の一般会計、特別会計及び企業会計の決算を議会の認定に付する

に当たり、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第５項の規定により主

要な施策の成果について報告する。

令和２年８月２８日提出 東郷町長 井 俣 憲 治
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決 算 の 状 況 
令和元年度決算総括表 

 
（単位：千円） 

区 分 
 
会計別 

歳 入 歳 出 
令和元年度 平成３０年度 差引増減 令和元年度 平成３０年度 差引増減 

 

一 般 会 計 

国 民 健 康 保 険 
特 別 会 計 △ △

国 民 健 康 保 険 
東郷診療所特別会計 △

後 期 高 齢 者 医 療 
特 別 会 計 

介 護 保 険 
特 別 会 計 

下 水 道 事 業 会 計 － － － －
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一 般 会 計







歳　　　入

年　　度 

 款　　別 構成比(％) 構成比(％)

１ 町 税

２ 地 方 譲 与 税

３ 利 子 割 交 付 金

４ 配 当 割 交 付 金

５ 株式等譲渡所得割交付金

６ 地 方 消 費 税 交 付 金

７ ゴルフ場利用税交付金

８ 自 動 車 取 得 税 交 付 金

９ 環 境 性 能 割 交 付 金 － － － －

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

交通安全対策特別交付金

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

財 産 収 入

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

町 債

歳　　入　　合　　計

年　度　別　一　般　会　計　

平成２７年度 平成２８年度
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歳　　　入

年　　度 

 款　　別 構成比(％) 構成比(％)

１ 町 税

２ 地 方 譲 与 税

３ 利 子 割 交 付 金

４ 配 当 割 交 付 金

５ 株式等譲渡所得割交付金

６ 地 方 消 費 税 交 付 金

７ ゴルフ場利用税交付金

８ 自 動 車 取得 税交 付金

９ 環 境 性 能 割 交 付 金 － － － －

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

交通安全対策特別交付金

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

財 産 収 入

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

町 債

歳　　入　　合　　計

年　度　別　一　般　会　計　

平成２７年度 平成２８年度

－ － － －

構成比(％) 構成比(％)構成比(％)

 歳　入　歳　出　決　算　額
（単位：千円）

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度
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歳　　　出

年　　度 

 款　　別

内　　訳 不　 用 　額

諸 支 出 金

歳　 出　 合　 計　（Ａ）

予　 算　 現　 額　（Ｂ）

差　引（(B)－(A)） （Ｃ）

 （Ｃ）  の 翌年度繰越額

教 育 費

災 害 復 旧 費

公 債 費

７ 商 工 費

８ 土 木 費

９ 消 防 費

４ 衛 生 費

５ 労 働 費

６ 農 林 水 産 業 費

１ 議 会 費

２ 総 務 費

３ 民 生 費

構成比(％) 構成比(％)

平成２７年度 平成２８年度
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歳　　　出

年　　度 

 款　　別

内　　訳 不　 用 　額

諸 支 出 金

歳　 出　 合　 計　（Ａ）

予　 算　 現　 額　（Ｂ）

差　引（(B)－(A)） （Ｃ）

 （Ｃ）  の 翌年度繰越額

教 育 費

災 害 復 旧 費

公 債 費

７ 商 工 費

８ 土 木 費

９ 消 防 費

４ 衛 生 費

５ 労 働 費

６ 農 林 水 産 業 費

１ 議 会 費

２ 総 務 費

３ 民 生 費

構成比(％) 構成比(％)

平成２７年度 平成２８年度

構成比(％) 構成比(％) 構成比(％)

（単位：千円）

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度
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一般会計歳入決算の状況

令和元年度における歳入決算額は１３，３４６，１９２千円で、前年度に対して７７１，

８６０千円の増収となった。これは、率にして６．１％の増である。

財源の対前年度比は、以下のとおりである。

（単位：千円、％）

区分 令和元年度 平成３０年度 増減額 伸率

町税

地方譲与税

利子割交付金 △ △

配当割交付金

株式等譲渡所得割交付金 △ △

地方消費税交付金 △ △

ゴルフ場利用税交付金

自動車取得税交付金 △ △

環境性能割交付金 － － －

地方特例交付金

地方交付税 △ △

交通安全対策特別交付金 △ △

分担金及び負担金

使用料及び手数料 △ △

国庫支出金

県支出金

財産収入

寄附金

繰入金

繰越金

諸収入 △ △

町債

歳入合計

内容については、次ページ以降のとおりである。
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一般会計歳入決算の状況

令和元年度における歳入決算額は１３，３４６，１９２千円で、前年度に対して７７１，

８６０千円の増収となった。これは、率にして６．１％の増である。

財源の対前年度比は、以下のとおりである。

（単位：千円、％）

区分 令和元年度 平成３０年度 増減額 伸率

町税

地方譲与税

利子割交付金 △ △

配当割交付金

株式等譲渡所得割交付金 △ △

地方消費税交付金 △ △

ゴルフ場利用税交付金

自動車取得税交付金 △ △

環境性能割交付金 － － －

地方特例交付金

地方交付税 △ △

交通安全対策特別交付金 △ △

分担金及び負担金

使用料及び手数料 △ △

国庫支出金

県支出金

財産収入

寄附金

繰入金

繰越金

諸収入 △ △

町債

歳入合計

内容については、次ページ以降のとおりである。

（款）１ 町 税

⑴ 町民税

町民税の決算額は３，３１９，８０８千円で、前年度に比べ７３，１４０千円（２．

３％）の増収となった。

個人町民税については決算額２，９８２，７６５千円で、前年度に比べ１１７，８

７０千円（４．１％）の増収となった。

また、法人町民税については決算額３３７，０４３千円で、前年度に比べ４４，７

３０千円（１１．７％）の減収となった。

決算額推移 （単位：千円、％）

区 分 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

個人町民税

対前年度伸率

法人町民税

対前年度伸率 △ △

合 計

対前年度伸率

個人町民税の所得種類別賦課状況（現年課税分）

区 分
納税者数 税 額

千円

１人当たり平均税額

円人 構成比 ％

給 与 所 得 者

営 業 所 得 者

農 業 所 得 者

その他の所得者

合 計

※ 令和元年度市町村税課税状況等の調より

法人数推移

区 分 １号 ２号 ３号 ４号 ５号 ６号 ７号 ８号 ９号 合計

元 年 度

３０年度

※ 令和元年度市町村税課税状況等の調より
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⑵ 固定資産税

固定資産税の決算額は２，５８５，６８２千円で、前年度に比べ７１，３１２千円

（２．８％）の増収となった。

土地、家屋及び償却資産に分けてみると、土地については決算額１，１４３，１４

５千円で、前年度に比べ１８，５６９千円（１．７％）の増収となった。家屋につい

ては決算額１，０７６，９６６千円で、前年度に比べ４４，０７８千円（４．３％）

の増収となった。償却資産については決算額３４６，６５９千円で、前年度に比べ８，

５０１千円（２．５％）の増収となった。

国有資産等所在市町村交付金については１８，９１２千円で、前年度に比べ１６４

千円（０．９％）の増収となった。

決算額比較 （単位：千円、％）

区 分 令和元年度 平成３０年度 増減額 伸率

固定資産税

純固定資産税

土 地

家 屋

償却資産

交付金

土地課税状況（非課税分を除く。）

区 分
地 積 決定価格

千円

筆 数

筆

㎡当たり

平均価格
（円）

課税標準額

（千円）
面 積

㎡

割合
％

田

畑

一般田

市街化 田

一般畑

市街化 畑

宅 地

雑種地

合 計

※１ 平成３１年度固定資産概要調書より

※２ 課税標準額は法定免税点以上
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⑵ 固定資産税

固定資産税の決算額は２，５８５，６８２千円で、前年度に比べ７１，３１２千円

（２．８％）の増収となった。

土地、家屋及び償却資産に分けてみると、土地については決算額１，１４３，１４

５千円で、前年度に比べ１８，５６９千円（１．７％）の増収となった。家屋につい

ては決算額１，０７６，９６６千円で、前年度に比べ４４，０７８千円（４．３％）

の増収となった。償却資産については決算額３４６，６５９千円で、前年度に比べ８，

５０１千円（２．５％）の増収となった。

国有資産等所在市町村交付金については１８，９１２千円で、前年度に比べ１６４

千円（０．９％）の増収となった。

決算額比較 （単位：千円、％）

区 分 令和元年度 平成３０年度 増減額 伸率

固定資産税

純固定資産税

土 地

家 屋

償却資産

交付金

土地課税状況（非課税分を除く。）

区 分
地 積 決定価格

千円

筆 数

筆

㎡当たり

平均価格
（円）

課税標準額

（千円）
面 積

㎡

割合
％

田

畑

一般田

市街化 田

一般畑

市街化 畑

宅 地

雑種地

合 計

※１ 平成３１年度固定資産概要調書より

※２ 課税標準額は法定免税点以上

家屋課税状況（非課税分を除く。）

区 分
棟 数

棟

床 面 積 決定価格

千円

㎡当たり価格

円
面 積

㎡

割合
％

木
造
家
屋

専用住宅

共同住宅

併用住宅

店舗・事務所

劇場・病院

工場・倉庫

付属家等

小 計

非
木
造
家
屋

店舗・事務所

住宅・アパート

ホテル・病院

工場・倉庫

その他

小 計

合 計

※ 平成３１年度固定資産概要調書より

償却資産（免税点以上）

区 分
決定価格

千円

課税標準額 課税標準額の内訳

価 格
千円

割合
％

課税標準の特

例の適用を受

け る も の
千円

左記以外

の も の
千円

町長が

価格を

決定し

たもの

構築物

機械及び装置

船舶

車両及び運搬具

工具器具及び備品

小 計

法 第

３８９

条関係

総務大臣が価格等

を決定したもの

県知事が価格等を

決定したもの

小 計

合 計

※ 平成３１年度固定資産概要調書より
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⑶ 軽自動車税

課税台数は１２，８８１台（前年度１２，５６９台）、決算額は８６，６３５千円

で、前年度に比べ３，８８５千円（４．７％）の増収となった。

軽自動車車種別課税台数（令和元年度） （単位：台）

原付第一種 原付第二種 ミニカー 軽自二輪車 軽自三輪車 軽四輪乗用 軽四輪貨物 小型特殊自 二輪小型自 合 計

⑷ 町たばこ税

町たばこ税の決算額は２４４，９３６千円で、前年度に比べ１２，６７０千円（５．

５％）の増収となった。

⑸ 都市計画税

都市計画税の決算額は４２４，９８５千円で、前年度に比べ９，９９９千円（２．

４％）の増収となった。

都市計画税充当事業（令和元年度） （単位：千円）

事 業 名

事 業 費

うち都市計

画税充当額

都市計画一般管理事業

公園緑地等維持管理事業

公園緑地築造事業

開発推進事業

下水道事業会計繰出金事業

建設事業分公債費元金事業

建設事業分公債費利子事業

計

※ 都市計画税充当額は、都市計画税の決算額を事業費の一般財源で按分して算出
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⑶ 軽自動車税

課税台数は１２，８８１台（前年度１２，５６９台）、決算額は８６，６３５千円

で、前年度に比べ３，８８５千円（４．７％）の増収となった。

軽自動車車種別課税台数（令和元年度） （単位：台）

原付第一種 原付第二種 ミニカー 軽自二輪車 軽自三輪車 軽四輪乗用 軽四輪貨物 小型特殊自 二輪小型自 合 計

⑷ 町たばこ税

町たばこ税の決算額は２４４，９３６千円で、前年度に比べ１２，６７０千円（５．

５％）の増収となった。

⑸ 都市計画税

都市計画税の決算額は４２４，９８５千円で、前年度に比べ９，９９９千円（２．

４％）の増収となった。

都市計画税充当事業（令和元年度） （単位：千円）

事 業 名

事 業 費

うち都市計

画税充当額

都市計画一般管理事業

公園緑地等維持管理事業

公園緑地築造事業

開発推進事業

下水道事業会計繰出金事業

建設事業分公債費元金事業

建設事業分公債費利子事業

計

※ 都市計画税充当額は、都市計画税の決算額を事業費の一般財源で按分して算出

⑹ 総 括

町税収納率推移 （単位：円、％）

区分
調 定 額

Ａ

収入済額

Ｂ

不納欠損額

Ｃ

収納率

Ｂ Ａ×

２７年度

２８年度

２９年度

３０年度

元年度

町税決算額 （単位：千円、％）

区 分 令和元年度 平成３０年度 増減額 伸率 構成比

１ 町民税

個 人

法 人 ▲ ▲

２ 固定資産税

３ 軽自動車税

４ 町たばこ税

５ 都市計画税

合 計
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（款）２ 地方譲与税

地方譲与税の決算額は１００，８２０千円で、前年度に対して２５５千円（０．

３％）の増収となった。その内訳は、地方揮発油譲与税法第３条の規定に基づく地

方揮発油譲与税が２５，５５８千円で、前年度に対して３，４７８千円（１２．

０％）の減収となり、自動車重量譲与税法第２条の規定に基づく自動車重量譲与税

額が７３，６０８千円で、前年度に対して２，０７９千円（２．９％）の増収、森

林環境税及び森林環境譲与税に関する法律第２８条の規定に基づく森林環境譲与税

額は１，６５４千円の皆増となった。

（款）３ 利子割交付金

地方税法第７１条の２６の規定に基づく利子割交付金の決算額は、６，６３５千

円で、前年度に対して８，２０５千円（５５．３％）の減収となった。

（款）４ 配当割交付金

地方税法第７１条の４７の規定に基づく配当割交付金の決算額は、４６，１４５

千円で、前年度に対して３，９６５千円（９．４％）の増収となった。

（款）５ 株式等譲渡所得割交付金

地方税法第７１条の６７の規定に基づく株式等譲渡所得割交付金の決算額は、２

３，８３１千円で、前年度に対して７，８６８千円（２４．８％）の減収となった。

（款）６ 地方消費税交付金

地方税法第７２条の１１５の規定に基づく地方消費税交付金の決算額は、７００，

７３４千円で、前年度に対して３８，１７３千円（５．２％）の減収となった。

なお、社会保障財源分の地方消費税交付金の決算額は、３２６，４９５千円であ

り、充当事業は以下のとおりである。

地方消費税交付金（社会保障財源）充当事業（令和元年度） （単位：千円）

事 業 名

事 業 費

うち地方消

費税交付金

充当額

社
会
福
祉

障がい者扶助事業

障がい者（児）支援サービス事業

障がい者自立支援給付事業

地域生活支援事業

障がい者相談支援事業
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（款）２ 地方譲与税

地方譲与税の決算額は１００，８２０千円で、前年度に対して２５５千円（０．

３％）の増収となった。その内訳は、地方揮発油譲与税法第３条の規定に基づく地

方揮発油譲与税が２５，５５８千円で、前年度に対して３，４７８千円（１２．

０％）の減収となり、自動車重量譲与税法第２条の規定に基づく自動車重量譲与税

額が７３，６０８千円で、前年度に対して２，０７９千円（２．９％）の増収、森

林環境税及び森林環境譲与税に関する法律第２８条の規定に基づく森林環境譲与税

額は１，６５４千円の皆増となった。

（款）３ 利子割交付金

地方税法第７１条の２６の規定に基づく利子割交付金の決算額は、６，６３５千

円で、前年度に対して８，２０５千円（５５．３％）の減収となった。

（款）４ 配当割交付金

地方税法第７１条の４７の規定に基づく配当割交付金の決算額は、４６，１４５

千円で、前年度に対して３，９６５千円（９．４％）の増収となった。

（款）５ 株式等譲渡所得割交付金

地方税法第７１条の６７の規定に基づく株式等譲渡所得割交付金の決算額は、２

３，８３１千円で、前年度に対して７，８６８千円（２４．８％）の減収となった。

（款）６ 地方消費税交付金

地方税法第７２条の１１５の規定に基づく地方消費税交付金の決算額は、７００，

７３４千円で、前年度に対して３８，１７３千円（５．２％）の減収となった。

なお、社会保障財源分の地方消費税交付金の決算額は、３２６，４９５千円であ

り、充当事業は以下のとおりである。

地方消費税交付金（社会保障財源）充当事業（令和元年度） （単位：千円）

事 業 名

事 業 費

うち地方消

費税交付金

充当額

社
会
福
祉

障がい者扶助事業

障がい者（児）支援サービス事業

障がい者自立支援給付事業

地域生活支援事業

障がい者相談支援事業

子ども医療費事業

障がい者医療費事業

母子・父子家庭医療費事業

後期高齢者福祉医療費給付事業

自立支援医療費事業

後期高齢者医療特別会計負担金事業

未熟児養育医療費事業

老人福祉施設入所事業

高齢者在宅支援サービス事業

介護保険特別対策事業

母子父子・遺児福祉支援事業

児童発達支援事業所運営事業

子育て支援事業

障がい児支援事業

児童手当支給事業

児童館運営事業

民間保育所運営支援事業

病児保育事業

保育園運営事業

小計

社
会
保
険

国民健康保険特別会計繰出金事業

介護保険特別会計繰出金事業

小計

保
健
衛
生

感染症まん延防止事業

成人保健健康診査事業

救急医療対策事業

母子保健健康診査事業

不妊治療費事業

小計

計

※ 地方消費税交付金充当額は、地方消費税交付金の決算額を事業費の一般財源

額で按分して算出

（款）７ ゴルフ場利用税交付金

地方税法第１０３条の規定に基づくゴルフ場利用税交付金の決算額は、１６，２

１６千円で、前年度に対して５５１千円（３．５％）の増収となった。
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（款）８ 自動車取得税交付金

地方税法第１４３条の規定に基づく自動車取得税交付金の決算額は、２９，８３

９千円で、前年度に対して２８，１５３千円（４８．５％）の減収となった。

（款）９ 環境性能割交付金

地方税法第１７７条の６の規定に基づく環境性能割交付金の決算額は、９，２０

１千円の皆増となった。

（款）１０ 地方特例交付金

地方特例交付金等の地方財政の特別措置に関する法律第２条の規定に基づく地方

特例交付金の決算額は、１８６，７６６千円で、前年度に対して１３０，８１２千

円（２３３．８％）の増収となった。

（款）１１ 地方交付税

地方交付税は、国税３税（所得税及び法人税の３３．１％、酒税の５０％）、消

費税の２２．３％及び地方法人税の全額を地方財政の財源の均衡化を図る目的で地

方交付税法第３条に基づき一定の基準により地方公共団体に交付されるものである。

本年度においては、普通交付税５３５，０５８千円、特別交付税７５，６２１千

円が交付され、平成２２年度から引き続き９年連続の交付団体となった。

なお、最近５か年における地方交付税の推移は以下のとおりである。

（単位：千円、％）

区分 普通交付税 特別交付税
財政力

指 数年度
基準財政

需 要 額

基準財政

収 入 額

交 付

基準額
決算額 決算額

対前年度

増 減 額

Ｈ２７

Ｈ２８

Ｈ２９ △

Ｈ３０

Ｒ１ △

※１ 平成２８年度、２９年度及び令和元年度の普通交付税決算額は、交付基準

額から調整により減額

※２ 財政力指数は、単年度
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（款）８ 自動車取得税交付金

地方税法第１４３条の規定に基づく自動車取得税交付金の決算額は、２９，８３

９千円で、前年度に対して２８，１５３千円（４８．５％）の減収となった。

（款）９ 環境性能割交付金

地方税法第１７７条の６の規定に基づく環境性能割交付金の決算額は、９，２０

１千円の皆増となった。

（款）１０ 地方特例交付金

地方特例交付金等の地方財政の特別措置に関する法律第２条の規定に基づく地方

特例交付金の決算額は、１８６，７６６千円で、前年度に対して１３０，８１２千

円（２３３．８％）の増収となった。

（款）１１ 地方交付税

地方交付税は、国税３税（所得税及び法人税の３３．１％、酒税の５０％）、消

費税の２２．３％及び地方法人税の全額を地方財政の財源の均衡化を図る目的で地

方交付税法第３条に基づき一定の基準により地方公共団体に交付されるものである。

本年度においては、普通交付税５３５，０５８千円、特別交付税７５，６２１千

円が交付され、平成２２年度から引き続き９年連続の交付団体となった。

なお、最近５か年における地方交付税の推移は以下のとおりである。

（単位：千円、％）

区分 普通交付税 特別交付税
財政力

指 数年度
基準財政

需 要 額

基準財政

収 入 額

交 付

基準額
決算額 決算額

対前年度

増 減 額

Ｈ２７

Ｈ２８

Ｈ２９ △

Ｈ３０

Ｒ１ △

※１ 平成２８年度、２９年度及び令和元年度の普通交付税決算額は、交付基準

額から調整により減額

※２ 財政力指数は、単年度

（款）１２ 交通安全対策特別交付金

交通安全対策特別交付金は、交通安全対策を推進する施策の一環として道路交通

法に定める反則金をもって交通安全施設の設置及び管理に関する経費に充てるため

交通事故の発生件数、人口集中地区人口及び改良済道路延長を用いて算定し交付さ

れるものであり、本年度の決算額は５，６４６千円で、前年度に対して６１１千円

（９．８％）の減収となった。

（款）１３ 分担金及び負担金

分担金及び負担金の決算額は８，０１０千円で、前年度に対して４３０千円（５．

７％）の増収となった。

（単位：千円、％）

区分

科目

令 和 元 年 度

決 算 額

平成３０年度

決 算 額
差引増減額 伸率

民生費負担金

土木費負担金 △ 皆減

教育費負担金 △ △

農林水産業費分担金

（款）１４ 使用料及び手数料

使用料及び手数料の決算額は２６１，８５８千円で、前年度に対して７３，３１

６千円（２１．９％）の減収となった。

（単位：千円、％）

区分

科目

令 和 元 年 度

決 算 額

平成３０年度

決 算 額
差引増減額 伸率

総務使用料 △ △

民生使用料 △ △

衛生使用料 △ △

農林水産使用料

土木使用料 △ △

都市計画使用料 △ △

教育使用料 △ △

総務手数料 △ △

民生手数料

衛生手数料

都市計画手数料 △ △

教育手数料 △ △
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（款）１５ 国庫支出金

国庫支出金の決算額は１，５９１，５７９千円で、前年度に対して２２７，９４

９千円（１６．７％）の増収となった。

⑴ 国庫負担金の決算額は１，１０８，４６０千円で、前年度に対して６５，３

６０千円（６．３％）の増収となった。

（単位：千円、％）

区分

科目

令 和 元 年 度

決 算 額

平成３０年度

決 算 額
差引増減額 伸率

民生費負担金

⑵ 国庫補助金の決算額は４７３，６４０千円で、前年度に対して１６２，７９

０千円（５２．４％）の増収となった。

（単位：千円、％）

区分

科目

令 和 元 年 度

決 算 額

平成３０年度

決 算 額
差引増減額 伸率

総務費補助金 △ △

民生費補助金 △ △

衛生費補助金

土木費補助金

教育費補助金

消防費補助金

⑶ 国庫委託金の決算額は９，４７９千円で、前年度に対して２０１千円（２．

１％）の減収となった。

（単位：千円、％）

区分

科目

令 和 元 年 度

決 算 額

平成３０年度

決 算 額
差引増減額 伸率

総務費委託金

民生費委託金 △ △

（款）１６ 県支出金

県支出金の決算額は８２３，４０２千円で、前年度に対して７８，８５１千円

（１０．６％）の増収となった。

⑴ 県負担金の決算額は４９０，５８９千円で、前年度に対して３１，８８９千

円（７．０％）の増収となった。

（単位：千円、％）

区分

科目

令 和 元 年 度

決 算 額

平成３０年度

決 算 額
差引増減額 伸率

民生費負担金
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（款）１５ 国庫支出金

国庫支出金の決算額は１，５９１，５７９千円で、前年度に対して２２７，９４

９千円（１６．７％）の増収となった。

⑴ 国庫負担金の決算額は１，１０８，４６０千円で、前年度に対して６５，３

６０千円（６．３％）の増収となった。

（単位：千円、％）

区分

科目

令 和 元 年 度

決 算 額

平成３０年度

決 算 額
差引増減額 伸率

民生費負担金

⑵ 国庫補助金の決算額は４７３，６４０千円で、前年度に対して１６２，７９

０千円（５２．４％）の増収となった。

（単位：千円、％）

区分

科目

令 和 元 年 度

決 算 額

平成３０年度

決 算 額
差引増減額 伸率

総務費補助金 △ △

民生費補助金 △ △

衛生費補助金

土木費補助金

教育費補助金

消防費補助金

⑶ 国庫委託金の決算額は９，４７９千円で、前年度に対して２０１千円（２．

１％）の減収となった。

（単位：千円、％）

区分

科目

令 和 元 年 度

決 算 額

平成３０年度

決 算 額
差引増減額 伸率

総務費委託金

民生費委託金 △ △

（款）１６ 県支出金

県支出金の決算額は８２３，４０２千円で、前年度に対して７８，８５１千円

（１０．６％）の増収となった。

⑴ 県負担金の決算額は４９０，５８９千円で、前年度に対して３１，８８９千

円（７．０％）の増収となった。

（単位：千円、％）

区分

科目

令 和 元 年 度

決 算 額

平成３０年度

決 算 額
差引増減額 伸率

民生費負担金

⑵ 県補助金の決算額は２４２，６８３千円で、前年度に対して４７，２９６千

円（２４．２％）の増収となった。

（単位：千円、％）

区分

科目

令 和 元 年 度

決 算 額

平成３０年度

決 算 額
差引増減額 伸率

総務費補助金 △ △

民生費補助金

衛生費補助金 △ △

農林水産業費補助金

土木費補助金 △ △

教育費補助金 △ △

消防費補助金

⑶ 県委託金の決算額は８４，３８３千円で、前年度に対して１，１８７千円

（１．４％）の減収となった。

（単位：千円、％）

区分

科目

令 和 元 年 度

決 算 額

平成３０年度

決 算 額
差引増減額 伸率

総務費委託金 △ △

教育費委託金

⑷ 県交付金の決算額は５，７４７千円で、前年度に対して８５３千円（１７．

４％）の増収となった。

（単位：千円、％）

区分

科目

令 和 元 年 度

決 算 額

平成３０年度

決 算 額
差引増減額 伸率

総務費交付金

民生費交付金

農林水産業費交付金

教育費交付金 －

（款）１７ 財産収入

財産収入の決算額は３０，２１８千円で、前年度に対して１７，７２４千円（１

４１．９％）の増収となった。

⑴ 財産運用収入の決算額は５，１２４千円で、前年度に対して７１７千円（１

６．３％）の増収となった。

⑵ 財産売払収入の決算額は２５，０９４千円で、前年度に対して１７，００７

千円（２１０．３％）の増収となった。
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（款）１８ 寄附金

寄附金の総額は１０，１３０千円で、前年度に対して５，９４０千円（１４１．

８％）の増収となった。

（単位：千円、％）

区分

科目

令 和 元 年 度

決 算 額

平成３０年度

決 算 額
差引増減額 伸率

一般寄附金

（款）１９ 繰入金

繰入金の決算額は４０３，５６２千円で、前年度に対して２０５，８５８千円

（１０４．１％）の増収となった。

（款）２０ 繰越金

繰越金の決算額は７８，３３８千円で、前年度に対して４，８６６千円（６．

６％）の増収となった。

（款）２１ 諸収入

諸収入の決算額は４１２，３３７千円で、前年度に対して４６，８６７千円（１

０．２％）の減収となった。

（単位：千円、％）

区分

科目

令 和 元 年 度

決 算 額

平成３０年度

決 算 額
差引増減額 伸率

延滞金 △ △

町預金利子

貸付金元利収入 －

受託事業収入

雑

入

学校給食費 △ △

内
訳

小学校給食費 △ △

中学校給食費 △

雑入 △ △
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（款）１８ 寄附金

寄附金の総額は１０，１３０千円で、前年度に対して５，９４０千円（１４１．

８％）の増収となった。

（単位：千円、％）

区分

科目

令 和 元 年 度

決 算 額

平成３０年度

決 算 額
差引増減額 伸率

一般寄附金

（款）１９ 繰入金

繰入金の決算額は４０３，５６２千円で、前年度に対して２０５，８５８千円

（１０４．１％）の増収となった。

（款）２０ 繰越金

繰越金の決算額は７８，３３８千円で、前年度に対して４，８６６千円（６．

６％）の増収となった。

（款）２１ 諸収入

諸収入の決算額は４１２，３３７千円で、前年度に対して４６，８６７千円（１

０．２％）の減収となった。

（単位：千円、％）

区分

科目

令 和 元 年 度

決 算 額

平成３０年度

決 算 額
差引増減額 伸率

延滞金 △ △

町預金利子

貸付金元利収入 －

受託事業収入

雑

入

学校給食費 △ △

内
訳

小学校給食費 △ △

中学校給食費 △

雑入 △ △

（款）２２ 町債

町債の決算額は１，３２８，２００千円で、前年度に比べ２１１，３００千円

（１８．９％）の増収となった。

（単位：％、千円）

区分 起債の目的 利率 借入額 借入先

総務債 臨時財政対策債 政府資金

民生債 西部児童館大規模修繕事業 振興協会

土木債

和合ケ丘・新池線道路改良事業
政府資金

碧海信金

白土・涼松地区計画道路 号整備事業 振興協会

白土・涼松地区計画道路 号整備事業 振興協会

東郷中央土地区画整理事業助成事業 政府資金

都市計画道路名古屋春木線建設負担金事

業

碧海信金

政府資金

南蚊谷６号線整備事業（繰越事業） 共済組合

和合ケ丘・新池線道路改良事業（繰越事

業）
碧海信金

白土・涼松地区計画道路 号整備事業

（繰越事業）
振興協会

東郷中央土地区画整理事業助成事業（繰

越事業）
碧海信金

消防債 耐震性貯水槽等整備事業
政府資金

共済組合

教育債

小学校特別教室等空調設備整備事業 金融機構

中学校特別教室等空調設備整備事業 金融機構

小学校空調設備整備工事（繰越事業分）
政府資金

碧海信金

中学校空調設備整備工事（繰越事業分）
政府資金

碧海信金

音貝小学校北校舎トイレ改修事業（繰越

事業）

政府資金

碧海信金

諸輪中学校校舎トイレ改修事業（繰越事

業）

政府資金

碧海信金
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